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市町村合併と行政サービス供給

Annexation among Cities, Towns, Villages

and the Supply of Public Services

川相　典雄*

Norio KAWAI*

Abstract

This paper focuses mainly on the necessary conditions to effect annexations among cities,

towns and villages from the viewpoint of consumer's surplus. How city-town-village annexa-

tions affect the regional economic welfare is uncertain. Therefore, even if those conditions are

satisfied, each region that constitutes the annexation area cannot always obtain the desired

effects. In order to make the effects of the annexation more certain and enhanced in munici-

pahties choosing the annexation toward properly responding to rapidly changing demands for

administrative services, it is necessary to implement the merger among municipalities where

the needs of the residents are comparatively homogeneous while coping with each region's

circumstances to the full extent.
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は　じ　め　に

少子・高齢化や高度情報化の急速な進展、住民ニーズやライフスタイルの多様化等、行政

を取り巻く社会経済環境が大きく変化する中で、行政サービスもこれらの変化に対応して、

より高次で選択性の高い水準・内容へ移行することが求められている。特に生活・経済活動

範囲の拡大に伴い行政区域を越えて広がる行政サービス需要に適切に対応するためには、広

域的な視点に立った取組みが必要となり、地域の実情等に応じてサービス供給のあり方や組

織・体制の見直し等を要請する声が高まっているO　こうした中で、サービス水準の向上とと

もに新たな行政課題への対応にも向けて、国の地域政策においては、地域自立の基礎として

既存の行政単位の枠を越えた地域間の主体的な取組みに基づく広域的対応の促進策が講じら

れ、地方自治体レベルでも、市町村合併の推進や広域連合制度の活用等の各種の取組みが進

められつつある。その一方、行政の広域的対応については、国・地方の財政事情がきわめて

厳しい状況に直面し、今後も財政需要の増大が見込まれる中で、行政コストの削減という現

実の強い要請を受けてその必然性が主張されている面も大きいo

行政の広域的対応の方法としては、行政区域は従来のままで市町村相互の協力・補完体制

に基づく広域行政と、行政区域を一つに統合して拡大・固定化する市町村合併があるが、川

相[2002]"ではより基本的な観点から、特に広域行政の下での広域行政サービス供給の意義・

メリット等を考察した。その結果、各地域がパレート効率的なサービス水準を分権的に供給

できる限り、各地域にとっては広域政府による広域的供給のメリットは生じないが、何らか

の要因によってパレート効率的水準を供給できない場合には、それらの地域間で広域行政を

行うことによって各地域及び社会全体の厚生水準を高める余地が生じ、それが達成されるた

めに必要な条件を導出した。さらに、広域行政の成立要件を受けて、それを基に市町村合併

と比較対照することによって、両者の差異をより詳しく吟味した。しかし、広域行政の成立

要件に基づかない一般的な状況においては、市町村合併の成立要件2)は、複数の行政主体によ

る合意形成の下に進められる広域行政とはかなり異なるものになると考えられる。このため、

広域行政の成立要件が満たされなくても市町村合併が成立する可能性が存在し、その意味で

は広域的対応の選択の幅はより広くなる.その一方、市町村合併が成立しても、合併前の各

地域の厚生水準が改善されるとは必ずしも限らない状況も生じ、その結果、サービス水準の

低下や新たな域内格差の発生等、合併に伴う諸問題に直面することも懸念される。

1)川相典雄[2002]、 「広域行政サービス供給の消費者余剰分析」生活経済学会F生活経済学研究』第17巻。
2)本稿における市町村合併の成立要件とは、市町村合併によって合併区域全体を通じて一様に供給されるサービス水
準が、合併前の各構成地域の厚生損失合計に比べて合併区域全体の総厚生損失の減少をもたらすために必要となる
条件を意味している。



市町村合併と行政サービス供給　　　　　　　　　　　　　　　　85

以上を踏まえて、本稿では、行政の広域的対応について、広域行政の成立要件の考察から

市町村合併との比較へと議論を進めた川相[2002]とは異なり、より一般的な状況の下で市

町村合併に焦点を当て、その成立要件等を詳しく吟味することによって、市町村合併の意義

や課題等について考察することを目的としている。

l.公共サービス供給の分析フレーム

( I )公共サービス供給と消費者余剰

公共サービス供給をどのような政府段階に委ねるのが適切かという供給主体の選択問題に

ついて、 Oates [1972]3)は、公共財供給の政府形態は中央政府による集権的供給(集権化)よ

りも地方政府による分権的供給(分権化)の方が経済的厚生の観点から望ましいことを示し

た。一方、広域的対応については、実際上の強い要請を受けた議論が先行している面も大き

く、より基本的・理論的側面からの検討は決して十分ではない。こうした中で、 Oatesが示し

たモデルは、広域政府による広域的供給(広域化)の考察においても有用な分析ツールとな

るものであり、本稿ではこれを用いて市町村合併の経済厚生分析を行う。

まず、以下の考察の基礎となる分析フレームについて、 Oates [1972]における消費者余剰

概念を用いたモデル4)とそれを広域行政の分析に拡張した川相[2002]に沿って要約する。

一定の住民規模nで構成される地方政府において公共サービスが供給されるケースを考

える。簡単化のため、公共サービス供給の限界費用は一定とし、公共サービスに対する需要

価格をP、需要量をQとして、各個人の需要曲線はQ-ai+biPで表わされるとするo Peを

各個人が支払う公共サービス1単位当たりの費用負担額とすると、個人iが最も望ましいと

考える消費水準はQiとなる.しかし、公共サービスがQ。の水準で供給されるとき、個人i

が望む消費水準との承離から生じる厚生損失AWiは、 QiとQ。における消費者余剰の差と

して捉えることができ、 AWt-{Qt-Q。>V2i,と表わされる5)0

ここでbiがすべての個人について同じとすると、この地方政府の厚生損失合計AWgは、

〃

(1.1) AWg-(l!2b)∑(Qt-Q。Y
i=l

となる。地方政府は、住民の厚生水準を長大にするため、 (1.1)式を最小にする最適消費水準

3) Oates, W. E. [1972], Fiscal Federalism, Harcourt Brace Jovanovich, Inc. (米原淳七郎・岸昌三・長峯純一訳
[1997]、 F地方分権の財政理論』第-法規)

4)この間題の分析は、 Y. Barzel, "Two Propositions on the Optimum Level of Producing Collective Goods,"
Public Choice, Vol. 6 (Spring, 1969)で最初に定式化され、 Oates [1972]ではこれに沿って展開されている。
5)貨幣の限界効用は一定とし、また以下では、それはすべての個人について同じと仮定している。
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Q'を供給しなければならないことから、最小化の条件より、

n

(i.2) Q*-a/n)∑Qi
iォ

が得られ、 Q事はQiの単純平均値となる。この場合、 Q*における各消費者の限界便益の合計

は限界費用と等しく6)、パレート効率的水準であるための一階条件を満たしていることから、

Q事はパレート効率的産出量となっている。

さらに、一国がkの数の地方政府から構成されているとすると、各地方政府においてQ,tが

消費されることによる厚生損失の合計∑』Wgは、次式で表わされる。

(1.3) ∑aw,-(i′2b)Z¥差(Qt-Qif]

一方、生活・経済活動範囲の拡大と広域的対応の要請の高まりを受けて、地方政府1-h

(h<k)がより上位の広域政府を設立し、相互の協力・補完体制の下に圏域内で一様の消費水

準を供給するケースを考える.上記と同様に、広域政府は、圏域全体の居住者の経済的厚生

を最大にするため、その需要量の単響均値百( h欄′　を供給し、その他の地方政
府はOJ(y-A+l-A)を供給する{Qih, QUi.- - , Qt)の状況を考えると、この場合の厚

生損失合計∑AWwは、

6)　の供給水準において各消費者が公共サービスの限界単位に支払おうとする価格の合計(限界便益の総和) Sは、
1.2式より次のように表わされ限界費用と等しくなるo

S-∑　r-a,)lb=(l/b)∑6Po=nP。
1=1　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　t=1
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・1.4) EAWw-(¥′　差{Qi-Qm?¥+j=h+¥L差(Qi-Qf)2}}

となる。このとき(1.3)式と(1.4)式の厚生損失合計の差は、

h

2b∑AWw-2b∑^-Sォ;(Q上Qm?≧0

となり、 ∑AWw≧∑AWgの関係が成立する.

したがって、限界費用がどの産出水準でも各政府形態においてすべて等しいような公共財

Qについて、各地域(地方政府)がパレート効率的水準Q,tを供給することができる状況の下

では、経済的厚生の観点から各地域及び社会全体にとって広域化による厚生損失の減少メリ

ットはなく、広域的対応を選択するインセンティブは生じない。

( 2)最適供給下にない場合の広域行政の成立要件

前項( 1 )の状況とは異なり、サービス供給体制の非効率性や立地条件の制約等の何らかの

要因によってパレート効率水準Q,tを供給できない地域が存在するとき、それらの地域が広

域行政を行うことにより各地域及び社会全体の経済的厚生はどのように改善され、また、そ

のためにはどのような条件が必要となるかを次にみる。

地域1-kはそれぞれ単独でパレート効率水準Q,tを供給することができず、 Qj<Qj (/-

1-A)であるとする。さらに、地域1-hが相互の協力・補完体制の下で広域行政を行うこと

により、圏域全体でQlhの産出水準を供給することができ、その他の地域はパレート効率水

準Q'Aj-h+l-k)を供給しているとする。

このとき、地域1-kがそれぞれ単独で{Qu　,Qh, QUi,-　-, Qt)を供給することに

よる厚生損失の合計∑AW々は、次式で表わされるo

・1.5) EAWk-(l′24t[差(Q!-Q,)21+ S [2(Q,- 1

-方、地域1-hについては広域行政の下でQlhを供給する　{Qih, OS+i　-, Qt¥の場

合の厚生損失合計∑AW,は,

・1.6) EJwm-(¥′ (hr";　-|　k r差(q,-q;)2]}

で表わされる(1.5)式と(1.6)式より、両者の厚生損失の差は、以下のようになる。

h

(1.7) 26∑AWk-2b∑4Wlk-∑ni(Qlh-Qi)(2Qf-Qlh-Qi)
1=1

構成地域間の合意形成の下に進められる広域行政が分権的供給よりも経済的厚生の観点か

ら望ましくなるためには、各地域がそれによって厚生損失の減少メリットを享受できなけれ
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ばならない。そのためには、(1.7)式においてそれぞれ地域1-kの厚生損失の差の大きさを

示す右辺第1-h項の各項7)が正の値をとることが条件となる。したがって、各項が、

①(Qi*-O/)>0かつ(2q;-O,*-O,)>o

②(Qi/,-QJ-)<0かつ(20上*-ゥ,)<O

のいずれかを満たすことが広域行政の成立のた釧こ必要な条件となる。しかし、②の条件か

らはQj>Q*
jの関係が導かれ、これは仮定よりあり得ないケースであるため、各項が①の条

件を満たすとき、すなわち、

(1.8)(2Qf-Qi)>Qlh>Qi(j-l-h)

が広域行政の成立要件となる(1.8)式は、地域1-hそれぞれについて、Q,tを基準に±

(Q*
j-Qj)の範囲内に広域供給水準Qlhが位置する(あるいはQ.hとQjの単純平均値が

Q;とQjの間に位置する)とき、広域行政が成立することを示している9)oこの下で、各地

域においては、Q,・、Q,t等の初期条件に応じて広域行政のメリットが享受できるとともに、こ

のとき∑AWb>∑AW,となり、社会全体の総厚生損失も各地域が単独で供給する場合の厚生

損失合計よりも小さくなる。

2.最適供給下にない場合の市町村合併の成立要件

(り市町村合併成立のための基本的条件

以下では、前項1(2)の状況の下で、地域1-hが住民の厚生水準を改善するための広域的

対応として市町村合併を選択するケースを考察する。分析の複雑化を回避し議論のポイント

を明確にするため、以下では二つの地域(h-2)を考え、地域1と地域2は何らかの要因に

よってパレート効率水準Q,tを供給することができず、QjKQVを供給しているとするoさ

らに、相対的に大きな人口規模を擁するものの、サービス水準については住民ニーズ(パレ

ート効率水準)に十分対応し切れていない中心市的な地域を地域1、-方、相対的に人口規

模が小さく、住民ニーズについては地域1に比べて低位にはあるが、それに対応できていな

7)いずれもQlhに関する上に凸の2次関数で、Qi*-c;のとき、最大値ォj(QJ-Qt)2ii-l-k)をとる。
8)(1.8)式は、広域行政によって公共サービスの供給余地の拡大や供給体制の効率化、財政負担の顔和・軽減等の協力・
補完効果が発揮される必要があることを示している。ただし、ここでは外部性及び規模の経済性がないような公共
財を考えているため、協力・補完効果にはこれらの要因は含まれない。これらを考慮するなら、各地域及び社会全
体にとって広域化が望ましくなる余地がそれだけ拡大することになる。
9)したがって、①1-hの各地域について(1.8)式が成立する必要があるため、構成地域の数が少ないほど、②各地域に
おいてQIとQjの承離が大きい(住民が望む消費水準に対して各地域単独での供給水準が低位である)ほど、③各
地域のQ,P間の稀艇が小さい(住民が望む消費水準について各地域間のバラツキが小さく同質性が高い)ほど、広域
行政の成立余地は拡大する。
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い周辺市的な地域を地域2とし、これに応じて二つの地域の初期条件に関して、 nl≧n2、

QI≧Q芸、 Q.≧Q2と仮定する。以上の状況の下で、地域1 ・ 2の間で市町村合併が行われる

場合、それが成立するためにはどのような条件が必要となり、広域行政との差異は何か、ま

た、市町村合併によっていかなるサービス水準が供給され、その結果、初期条件に応じて各

構成地域にどのような影響を及ぼすか等について以下で考察する。

地域1と地域2がそれぞれ単独でQjを供給するときの厚生損失合計と、地域1 ・2が市町

村合併を行うことによって合併区域全体を通じてQ12を一様に広域供給するときの総厚生損

失との差W.2は、 (1.7)式を基に以下のように表わされる。

2

(2.1) Wi2-Wl+W2-∑サ/(Q12-0,)(2q;-0, -0])
hfe‖

ただし、 Wi-n,(Q, -Oi)(2OT-Qi2-Oi)

W2-n2{Q]2-Q2){2Qt-　2-Q2)

W12、 Wl、 W2はいずれもQ12に関する上に凸の2次関数で、それぞれ市町村合併による合

併区域全体、地域1 、地域2についての厚生水準の増加分を示している10)

前項1 ( 2 )でみたように、広域行政の場合、各構成地域にとってはそれぞれの厚生損失の減

少が複数の意思決定主体による合意形成に向けての必須条件となるため、 W, >0かつW2 >0

を満たす(1.8)式が成立要件となり、このとき同時にW12>0も成立し、社会全体としても総

厚生損失の減少がもたらされるo　この要件の下で、広域供給水準Q12が、地域1にとっては

Q苦、地域2にとってはQ芸に近い水準に位置するほど望ましくなる。したがって、 (1.8)式が

満たされる限り、各構成地域は厚生損失の減少という広域的対応によるメリットが確実に享

受できるため、その意味では地域間の合意形成も比較的進めやすくなる。

一方、市町村合併についても、基本的には合併効果による合併前の各地域の厚生損失の減

少が主要な目的であるが、広域行政と異なる点は第-に、合併によって統合された行政主体

の下ではW12>0が満たされれば、市町村合併は正当化され、そのため(1.8)式に比べて成立

要件は緩和されることである。すなわち、 W12>0の下でもW^!<0あるいはW2<0の可能性

があり、地域1か地域2のいずれかが合併による厚生損失の減少メリットを享受できない状

況も生じ得る。第二に、市町村合併については一つの意思決定主体の下で合併区域全体の総

厚生損失の最小化が優先的に追求されるため、 Q12が百12に近い位置にあるほど望ましくな

ることである。このため、 012がQ12を上回るような大きな合併効果が得られる場合には、

012を百12の水準に調整することによって、圏域全体の観点から最も望ましい供給水準が達

成される。ただし、その場合についても、合併前の各地域において厚生損失の減少が保証さ

10) Wa、 W.、 W2は、それぞれ?12-Ql2、 OIL Q2'のとき最大値をとる。
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れるとは必ずしも限らなくなる。

以上のように、市町村合併については、広域行政よりも緩やかな成立要件を構成すること

から広域行政が成立しない場合でも市町村合併が成立するケースや、圏域全体にとって最も

望ましいサービス水準に調整されるケースが生じる。したがって、こうした状況の下では、

市町村合併によって合併区域全体の総厚生損失の減少につながったとしても、個々の構成地

域レベルではかえって経済的厚生が損なわれる地域が生じるおそれもあり、そのため、こう

した状況を強く懸念する地域については、市町村合併を薦博させる要因ともなりかねない。

(2)市町村合併の成立要件及び広域行政との比較

前項(1)でみたように、市町村合併成立の基本的条件としてはW12>0が満たされなけれ

ばならないが、ここではその具体的な要件を考察し、広域行政の成立要件と比較する。

(2.1)式より、Ⅳ12は以下のように整理することができる。

(2.2)W12--NQ?2+2NQaQa+C

ただし、N-n,+n2

C-n,Ql(0,-2Q芋)+ォ2Q2(Q2-2Q2*)]<0

(2.2)式よりW12は、Qサ-百12のとき、最大値M-(鳩号+C)をとることから、W12>0

となる範囲が存在するためには〟>0でなければならない。すなわち、合併区域全体の総厚生

損失の最小化をもたらす012の供給によって、合併前の地域1・2の厚生損失合計を下回る

ことがなければ、あるいは合併区域全体の経済的厚生が改善される可能性がそもそも存在し

ないのであれば、市町村合併を行う意義がなくなるため、市町村合併は〟>0が成立する地域

間で行われる必要がある。実際に〟>0が満たされるかどうかは各地域が置かれた初期条件

に依存し、Qu-百12のときの各地域における合併前後の厚生水準の変化をみても、(2.1)式よ

りWt>0となるかどうかは(百i-Qi)の符号に、W2>0については(20ト百,-Q.)の

符号に規定される11)以上より、〟>0となるためには、〟を整理することによって初期条

件の間に以下の関係が成立しなければならない。

(2.3)【nAQ「-Qtf+n2(Q*
2-Q2)2]>n]n2(Qトh)!N

したがって、①QfとQl、Q芸とQ2それぞれの轟離が大きP(各地域単独による供給水準

が住民ニーズに対応していない)ほど、②Qfと02'の承離が小さい(各地域の住民ニーズの

バラツキが小さい)ほど、(2.3)式が成立する可能性が高まり、W12>0の範囲も拡大する。

._....T~__11)Qn-Qaのとき、WlではQ,*>Q,、Ql'≧Q12より(2Qf-QB-Oi)>O、W2についてはQ12≧Q!>Q,より(0サー
Q2)>0がそれぞれ確定している。
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このことは、比較的同質的な住民ニーズを持つ一方、それにあまり対応できていない地域間

相互による市町村合併が、経済的厚生の観点からより望ましい状況をもたらすことを示して

いる。

(2.3)式が満たされる下で、 W12-0を導く二つの解をα、 β(α>β>0)とすると、 (α,β)-

百iアJMINが得られることから、市町村合併の成立要件はα>Q12>βとなるo　しかし、前

項( 1 )でみたように、統合された一つの意思決定主体の下で合併区域全体の総厚生損失の最

小化の達成が優先される市町村合併では、 Qn>百.2の合併効果が得られるときにはQ12は

百12の水準に調整されるため、市町村合併の場合の供給水準は百12が上限となる.したがっ

て、市町村合併の成立要件は、以下のように修正される。

(2.4) QK≧Ql2>β

(2.4)式と広域行政の成立要件である(1.8)式を比較すると、市町村合併の成立要件は、広

域対応効果が相対的に小さいOi>Q12>βの範囲で広域行政の成立要件より広くなり12)、広

域行政が成立しない範囲においても市町村合併が成立するケースが生じるoこのとき、 Wl <

O、 W2>0の下で合併区域全体としてはW12>0が満たされる0 -方、広域対応効果が相対

的に大きいQ.2≧百ォ(>Qi)のときには、市町村合併の供給水準は百12が上限となるため、

百12が(1.8)式を満たす範囲に位置しない場合でも、 (2.3)式が満たされる限りH^X)、 W2<

Oの下で市町村合併は成立することになり、広域行政の成立要件よりも広くなる。いずれにし

ても、 (1.8)式が成立する場合はW12>0が必ず満たされるため、市町村合併の成立範囲が広

域行政よりも狭くなることはない。また以下でみるように、 (1.8)式が成立するようなQ12の

範囲が存在しない状況の下でも、 (2.3)式が満たされることによって市町村合併が成立するケ

ースがある。

以上を踏まえて、以下では基本的には(2.3)式が満たされ、 W12>Qとなる範囲が存在する

二つの地域間で市町村合併が行われるケースを念頭に入れながら議論を進める。

3.市町村合併の構成地域の厚生評価と成立要件

(り構成地域の経済的厚生に基づく分類

前項2でみたように、市町村合併の成立要件は、基本的には合併前の地域1と地域2の厚

生損失合計と比べて合併後の圏域全体の厚生水準の増加分を表わすⅣ12の符号によって規

12)広域行政の成立要件が満たされる下では、 Ql≧02の仮定より1^.2(0.)≧0、 W12(Q2)≦0となり、 βはQl≧β≧
Q2に位置するため、 Q.2がPとQlの間に位置すればW12>0となる。
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足される,W12>0が満たされるかどうかは、地域1 ・2における厚生水準の変化を示すWlと

Ⅳ2の符号に依存するため、以下ではⅣ1とⅣ2の符号による分類に基づいて、地域1 ・ 2の

厚生評価とともに市町村合併の成立要件をより詳しく吟味するo Wjの符号は、 (2.1)式にお

いて符号が確定しない(Qi2-Qj)と(2QJ-Qa-Qj) 0-1, 2)の項の正負に応じた組み

合わせによって決定される。ここで地域1 ・ 2の初期条件について整理すると、これらの間

には、前項2(1)より以下の関係がある。

(2.5) n,≧サ2, or≧Q12≧Ql>Q2, Q*>Qi≧02

(2.5)式の条件の下では、上記の組み合わせの中で、 Wl及びW2のそれぞれ二つの項がい

ずれも負債となる組み合わせについては、前項1 (2)の広域行政のケースでもみたように、

Qj>Q3の関係が導かれるためあり得ないケースとなるoしたがって、各項の符号の組み合わ

せは、下表に示すようになる。

[ケース①]ケース①では、市町村合併によって地域1、地域2の厚生水準はいずれも改

善されると同時に、合併区域及び社会全体としての総厚生損失も減少する。この場合の成立

要件は広域行政と同様の(1.8)式となり、 Q.2がこの範囲に位置するとき、市町村合併、広域

行政ともに成立する。ただし、 Q.2がQ12を上回るような広域対応効果が得られるときには、

市町村合併についてはQ12が百12に調整されることによって圏域全体の総厚生損失の最小化

が達成される13)前項1 (2)でみたように、構成地域間の合意形成の下に進められる広域行

政が成立するのは、すべての組み合わせの中で基本的にはケース①だけである。しかし、各

構成地域が総厚生損失の最小化という圏域全体にとって共通の望ましい課題の達成に合意し、

~~1　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　__　1

13)ただし、この場合、地域1 ・ 2ともに厚生損失の減少メリットを享受できるとは限らなくなる。このケースにおけ
る市町村合併と広域行政の成立要件及びサービス供給水準の詳細な比較については川相[2002]を参照。
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かつその下でW,>0、 W2>0が満たされるときには地域間の利害調整も行いやすくなり、ケ

ース①以外の場合にも広域行政が成立する余地が生じる14)

2　W,の符号が負債となるケース

ケース①とは対照的に、 Wl、 W2のいずれも負債となるケース⑤・⑥・⑧・⑨については、

基本的には地域1、地域2ともに厚生水準は改善されず、市町村合併の成立要件が満たされ

ないため、合併区域及び社会全体にとっても総厚生損失の減少にはつながらない。しかし、

複数の意思決定主体の合意形成に基づく広域行政とは異なり、一つの意思決定主体の下でサ

ービス水準が決定される市町村合併の場合には、合併効果の大きさや初期条件の関係から必

ずしも市町村合併が成立しないとは言えず、より詳細に吟味する必要が生じる。

[ケース⑤]ケース⑤では、条件よりQi2>(2Q芸-Qj)a-1,2)が導かれる。この場合、

大きな合併効果がもたらされることにより、Qjに比べてQ12がかえってQ,tから承離するこ

とで、地域1、地域2のいずれも合併メリットが得られない状況にあ`る。

しかし、このケースではQ12が百12を上回る大きな合併効果が得られるため、 012をQ12の

水準に調整することにより合併区域全体の総厚生損失の最小化を達成することが可能となる。

したがって、前項2(2)でみたように、このとき(2.3)式が満たされれば、 W12>Qとなって

市町村合併が成立することになる。ただし、この場合、地域1 ・ 2ともに厚生損失の減少メ

リットを享受できるとは限らないOすなわち、 (2QJ-Q,)≧(2Q芸-Qz)のとき、Wi>0とな

るためには百u>Qi、同様にW2>0となるためには(2QトQ2)>百.2がそれぞれ必要とな

るO　したがって、百12が(20芸-Q*)>百12>Qlの範囲に位置すれば、 W,>0かつW2>0の

下でW12>0が成立する。一方、 (2Q芸-Q,)X2Q?-Ql)のときはW2>0が必ず成立し、

Wlの符号は確定しない15)が、 Wi <0であってもW12>0が確定する16)ため市町村合併は成

転ira!

以上のように、ケース⑤については大きな合併効果がもたらされることにより、各地域の

厚生水準の変化の状況は異なるものの、市町村合併が成立する可能性が生じることになる。

[ケース⑥]ケース⑥については、条件よりQ12がQ2>Qi2>(2Q?-Ql)の範囲に位置

することになるが、これは(2.5)式の下ではあり得ないケースとなる。

14)例え古ち以下のケース④やケース⑤がこれに該当する。
15) Qa-Quのとき、 (2.5)式とこのケ一旦の条件より(2Q2'-Q8)>(2Or-Ql)>否12、百i>Q2であるため、 W2>0
が成立する。一方、 W,については、 (Qi2-Q,)の符号が不確定であるため、 012とQlの大小関係によって正負が
規定される。

16) Q,,-百12のとき、 Wlが負債となるQl>百12であっても、条件より以下の関係が成立する。

tv,2-n2(0,2-02)(2Q芸-Q,2-Q2)-MQi-Qi2)(2Qf-Qi2-Qi)

X2QJ-Q,2-Q2)【n2(Q,z-Q2)-n,(Q,-Q12)]
(2QぎーQ,2-Q2)[n,(Qf-Q,)+n2(Q2*-Q2)]>0
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[ケース⑧]ケース⑧では、条件よりQi>Q12>(2Q芸-Q2)が導かれる。この場合、地域

1では合併効果が全く得られないため、単独でQlを供給する方が望ましく、また、地域2で

は逆にQ12が02を大きく上回ることによって、 Q2に比べてQ芸からより帝離するため、か

えって厚生水準の低下を招く状況にある。

しかし、このケースでは、 (2Q芸-Q2)≧豆12のときにはQi2>Qnとなって、合併区域全体

の総厚生損失の貴小化を達成できる余地が生じる。このときW2>0が成立するが、W,<0と

なるため、 (2.3)式が満たされれば市町村合併は成立することになる。ただし、この条件の下

では、 QfとQ芸の希離に比べて、 QfとQl及びQ芸とQ2の承離がそれぞれ小さい状況にあ

る17)ため、 (2.3)式が成立する可能性は相対的に低くなっている。このことは、構成地域間の

住民ニーズの異質性が強く、各地域では比較的住民ニーズに対応したサービス水準を供給し

ている地域間での市町村合併は成立しにくいことを意味している。

[ケース⑨]ケース⑨については、条件よりQ2>Q12が導かれる.これは、地域1・2の

いずれも合併効果が全.く得られないケースであり、各地域単独でそれぞれQ.、02を供給する

方がより高い厚生水準を享受することができる。したがって、市町村合併が逆に財政支出や

サービス供給体制の非効率化をもたらす等、このケースが成立するような合併効果しか得ら

れないときには、各地域ともかえってサービス水準の低下を招く結果となるO

以上のように、ケース⑤・⑥・⑧・⑨については、基本的には市町村合併の成立要件が満

たされないケ一元であるが、ケース⑤・⑧のように0.2が百12を上回る合併効果がもたらさ

れる場合には、市町村合併が成立する余地が生じることになる(ただし、各構成地域が合併

メリットを享受できるかどうかは、各地域の持つ初期条件に依存するため不確定である)。次

項では、 Ⅳ12の符号が確定しない四つのケースについて考察する。

4. W12の符号が不確定なケースと成立要件

(I)地域2が合併メリットを享受できないケース

まず、市町村合併の成立要件を満たす可能性があり、その下で中心市的な役割を担う地域

1だけが合併メリットを享受でき、地域2ではかえって厚生水準の低下を招くケースを考察

する。前項3(1)で分類したケースのうちケース②・③がこれに該当するが、市町村合併の

成立要件とその下でのサービス水準は、どの程度の合併効果が待られるか等によって規定さ

れるため、各地域の厚生水準がどのように変化するかは単純には言えない状況も生じる。

17) (2.5)式及びここでの条件より、 Qt>QiX2Ql-Qt)>Ql>Q2の関係にあるため、 (Qr-Ql)は(Q7-Ql)及
び(QS-Q,)を必ず上回る。
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[ケース②]ケース②では、地域1の条件より(2Q芋-Qi)>Qa>Qi、地域2の条件より

0.2>(2Q芸-02)が導かれるOこの場合、 Ql、 Q2を上回る合併効果がもたらされることによ

って、地域1では合併メリットを得ることができるが、地域2では012がQ2を大きく上回る

ことで02に比べてかえってQ芸からより希離するため、合併メリットは得られない。しかし、

Q.2が百12を上回る可能性があるため、初期条件に応じて以下のように状況は異なる。

まずQl≧(2Q上02)のとき、 012は(2Qt-Qi)>Qi2>Qiの範囲をとるo　この場合、

百12が百12>Qlに位置するとき、 (2.3)式が満たされれば(2.4)式が成立要件となる。このと

きW,>0、W2<0となり、地域1だけが合併メリットを享受することができる.また、Qi ≦

Qlであれば、 012を百12に調整することにより合併区域全体の総厚生損失の最小化を達成で

きるが、このときW,<0が成立するため、地域1では合併メリットが得られなくなるO一方、

W2の符号は確定しないため、 W。>0となる(20芸-Q2)>Qi2の範囲にQ12が位置すると

き、 (2.3)式が満たされれば市町村合併は成立し、地域2だけが合併メリットを享受できるこ

とになるoただし、以上の条件の下では、ケース(砂でもみたように地域1 ・ 2の住民ニーズ

の異質性が強く、 Q‡とQ芸の轟離に比べてQfとQl及びQ芸とQ2の稀離がそれぞれ小さい

状況にあるため、 (2.3)式が成立する余地は相対的に低くなっている。

一方、 (2Q要一Q2)>Qiのとき、Q12の範囲は(2Qr-Qi)>QI2>(2Q芸-Q2)となる。この

場合、百..x2Q要一Q2)であれば、 (2.3)式が満たされる下で成立要件は百12≧Qi2>(2Ql-

Q2)となり、この範囲内でW,>0、 W2<0が成立する。また、 Ql2≦(2Q芸-Q2)であれば、

供給水準は百12に調整されるOこのとき、 W2>0が成立するため、地域2では合併メリット

が得られるが、 Wlの符号は確定しないO　したがって、 (2.3)式が満たされれば市町村合併は

成立するが、地域1にとっては合併によって得られるはずのメリットを享受できなくなる状

況も生じる。

以上のように、ケース②については、 012が百.2を上回るだけの合併効果が得られる場合に

は、供給水準がQ12に調整されることにより、初期条件によっては地域1が合併メリットを

必ずしも享受できるとは限らない状況も生じることになる。

[ケース③]ケース③については、条件よりQz>Qu>Oiの範囲内に012が位置するこ

とになるが、これは、ケース⑥と同様に(2.5)式の下ではあり得ないケースとなる。

(2)地域fが合併メリットを享受できないケース

一方、市町村合併の成立要件を満たす可能性があり、その下で周辺市的な位置にある地域

2が合併メリットを享受できるにもかかわらず、中心市的な立場から合併の主導的役割を担

う地域1がそのメリットを得られない場合がケース④・⑦である。前項(1)と同様、この場

合も合併効果の程度等によって、各地域の厚生水準に異なった影響を及ぼすことになる。
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[ケース④]ケース④では、条件より012は(2Q芸-Q2)>Qi2>(2Q卜Ql)の範囲をと

る。この場合、地域1では012がQ.に比べてQ昔からより希離することによって、合併メリッ

トが得られない。このケースにおいては、 (2.5)式より、 Q12は百.2を必ず上回る大きな合併

効果がもたらされるため、供給水準は合併区域全体の総厚生損失の最小化を達成する百12と

なるoこのとき、ケース6)でもみたように、上記の条件の下ではW2>0が成立するため、地

域2では確実に合併メリットを享受することができるが、地域1で合併メリットが得られる

かどうかは百12とQ.の大小関係に依存することになり、地域1においても合併メリットが

得られる可能性があるO合併区域全体としては、 Wlの符号にかかわらずWu>0が成立する

ため、市町村合併の成立要件は満たされる18)

このケース④や前記のケース⑤のように百12を必ず上回るだけの大きな合併効果が得られ

るケースについては、百12の供給の下でW,>0かつW2>0が確保されるとともに構成地域

間で長期的・安定的な協力・補完体制を持続することが可能な場合には、圏域全体にとって

共通の望ましい課題の達成に向けた地域間の利害調整と合意形成も進めやすくなり、広域行

政が成立する可能性も生じる。

[ケース⑦]ケース⑦については、地域1の条件よりQ.>Q12が導かれ、地域2の条件か

らは(20芸-Q2)>Qi2>Q2となるOこのケースでは、Q12がQ2を上回るもののQlを下回る

合併効果しかもたらされないため、地域2では合併メリットが得られるが、地域1ではかえ

って厚生水準の低下を招くことになる。しかし、 012が百12を上回る可能性があるため、初期

条件に応じて以下のように異なった状況が生じる。

まずQl≧(2Q芸-Q,のとき、 012は(2Q芸-Q2)>Qi2>Q2の範囲をとる。この場合、

Ql2≧(20芸-Q>)であれば、 Q12の範囲内ではW12>0が満たされない19)ため、市町村合併は

成立しない。一方、百12が(20芸-Q,)>百12に位置するとき、 (2.3)式が満たされれば(2.4)

式が成立要件となる。このときWi<0-, W2>0となり、地域2だけが合併メリットを享受す

ることができる。ただし、この条件の下ではケース②・(砂と同様に、 QfとQ芸の希離に比べ

て、 Q;とQl及びQ芸とQ2の承離がそれぞれ小さい状況にあるため、 (2.3)式が成立する余

地は相対的に低くなっている。

また(2Q芸-Q2)>Qiのときには、 Q12はQl>Qi2>Q2の範囲をとる.この場合、百,2≧

QlであればQi>Q12>β、百I2<Qlであれば(2.4)式が成立要件となり、いずれの場合も

w,<O、 W2>0が成立するo

以上のように、ケース⑦については、 012がQlを下回る小さい合併効果しかもたらされな

18)前掲注16)と同様。

19) Qu-(2Qi-Q2)のとき、 (2Qf-0,)>Ql≧(2Q!-Q2)より、

W,2-n,(2Q2*-Q2-Q,)(2Qr-2Q2*+02-Ql)≦0

が成立し、百,2> (2Q2*-Q2) >Q,2>Q2の範囲内ではWa>0は成立しない。
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いため、中心市的な立場から市町村合併を主導する地域1が、かえって合併メリットを享受

できない状況が生じる.特に、地域1 ・2の住民ニーズの異質性が克く、かつQlが高位の水

準にあって合併効果がそれを大きく下回る場合には、市町村合併は成立しなくなる。

お　わ　り　に

行政を取り巻く社会経済環境が大きく変化する中で、何らかの要因によってパレート効率

的な行政サービス水準を供給できない地域が存在する場合、これらの地域が広域的対応をと

ることによって、各地域及び社会全体の経済的厚生を改善する余地が生じる。環境変化に伴

い地域単独では解決困難な行政課題が増大する中で、今後、広域的な視点に立った行政の取

組みが要請されるケースが一層多くなると考えられる。本稿では特に、広域的対応の方法と

して市町村合併に焦点を当て、各地域の厚生評価を基に様々なケースを考察した。

本稿でもみたように、市町村合併の成立要件は、各構成地域が置かれた状況や合併効果の

程度に依存し、それによってサービス供給水準も様々なパターンをとる。このため、市町村

合併によって地域の厚生水準が高まるかどうかは不確定であり、たとえ成立要件が満たされ

たとしても、すべての構成地域が合併メリットを享受できる保証はない。また、市町村合併

は行政区域を拡大・固定化することになるため、合併後にサービス供給の柔軟性の低下や新

たな行政の画一化等の問題をもたらすおそれもあり、それへの対応に苦慮することも懸念さ

れる。事前の検討が十分でないまま市町村合併に過大な期待を抱くことは、かえって各地域

の自立的・内発的な取組みを阻害することにもなりかねない。

したがって、望ましい行政サービス水準の供給に向けては市町村合併が必然的な選択手段

になるとする捉え方ではなく、まずそれぞれの地域がサービス供給体制の見直しや効率化に

努める等、最適供給水準に少しでも近付くための取組みが求められる。こうした取組みと併

行して、生活・経済行動圏の拡大や住民ニーズの多様化・高度化等に伴い増大する選択的・

広域的行政サービス需要への適切な対応、行政サービスのより効率的な供給等に向けて、サ

ービスの特性や地域の実情に応じた広域的なサービス供給形態・体制を選択することが重要

となる。その際、各地域が持つ初期条件について事前の十分な検討の上、比較的同質的な住

民ニーズを持つ地域間相互において市町村合併をはじめとする広域的対応を進めることが、

その効果をより確実なものにすることに特に留意する必要がある。

今後も、急速な環境変化に伴い様々な行政課題が生じる一方、地域固有の事情や厳しい財

政状況等によって望ましい行政サービス供給の困難化が危供される。こうした中で、実際に

サービス水準の向上や住民ニーズへの対応をどのような体制の下に進めるかについては、各

地域独自の取組み、市町村合併や広域行政のような広域的対応等の選択肢の中から、上記の
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点に留意しつつ、地域の実情や具体のサービス内容を含めた幅広い視点に立って決定される

必要があろう。そのためにも、供給形態の枠組みや広域的システムについてのより実態に即

した考察と具体の事例分析が今後の検討課題となる。


